
ダ ム 技 術 センタ ー
広範かつ高度な技術力によって社会に貢献する
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　我が国の河川は、全般に地形が急峻なため河床勾配が大きく流路延長が短いため、洪水被害や渇水被害が生じやす
い特性を有していますが、近年の地球規模で頻発する異常気象とあいまって、毎年のように各地において台風や集中
豪雨による災害や渇水が頻発する状況にあります。また、地球温暖化防止のためＣＯ２削減が国家的命題として求めら
れており、再生可能なクリーンエネルギーとしての水力発電が見直されつつあります。これらの諸情勢の下、多くのダ
ムが建設され地域の安全と生活向上に役立っており、今後なお洪水調節や水資源に関する課題の解決を担うダムの建
設や既設ダムの有効活用の推進が強く求められています。

　ダムは高い安全性と確実な操作性を要求される大規模で重要な河川構造物です。このため、調査・計画・設計・施
工から管理に至るまで様々な技術的な課題を克服する高度な技術力が必要となります。また、今後ダム事業とダム管理
を効率的に推進していくためには、技術の一層の向上を図るとともに、高度な技術力を持つ優秀な技術者を確保してい
くことが必要不可欠です。

　このような社会的必要性から、財団法人ダム技術センター（通称ＪＤＥＣ）は、４７都道府県の出捐を得て、１９８２年
（昭和５７年）９月２４日に設立されました。そして、現在まで、国土交通省、各都道府県、電力会社等のダムの円滑な
建設と管理に貢献し、国民生活の安定に寄与しています。

ダム技術センターの役割

藤波ダム

奈川渡ダム

嘉瀬川ダム

ダ
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　（財）ダム技術センターは、ダムに関する最高レベルのシンクタンクを目指し、今後もダムを取り巻く様々な状況に
適切に対応しつつ、質の高いエンジニアリングサービスを重ねて参ります。

財団法人 ダム技術センター　組織図

ダム技術センターの特徴

ダム技術センターの特徴・組織図

第一線の業務実績の蓄
積、ダムに関する膨大な
データの保有、経験豊か
な技術者集団、確かな評
価能力

広報・普及活動の積極展
開、行政直結の迅速性、
いわば全国都道府県立の
設立経緯、職員が国と都
道府県出身者により構成

研究開発による最先端技
術の研鑽、計画から管理
までの幅広い総合性、学
官産の英知を活かすネッ
トワーク

質の高い技術サービス

豊富な経験 高い公益性高度な知識

監 事

総 務 部

企 画 部

技術第一部

技術第二部

技術第三部

首 席 参 事

首席研究員

嘱託研究員
研究第一部

研究第二部

顧 問

研 究 顧 問

評 議 員

参 与

理　　事　　長

ダム技術研究所長

副 理 事 長
理 事

ダ
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センター業務の重点方針 ２０１２

新技術の開発
　ダム事業に関して、近年の環境への配慮、コスト縮減、工事期間の短縮等の
多様なニーズに応える技術が求められています。こられのニーズに応えるため、台
形ＣＳＧダム、巡航ＲＣＤ工法、造成アバットメント工、放流設備の設計の合理化等
の技術開発及びその普及に積極的に取り組みます。

既設ダムの有効活用
　新規にダムを建設することが難しくなる中、既に建設されているダムをより効率よく、
より長期に利活用する需要が高まっています。このため、ダムの嵩上げによる貯水
容量の増大、放流能力の増強による貯水池容量の有効活用、排砂設備の設置、
ゲートレス化による管理負担の軽減等のダムの再開発に積極的に取り組みます。

ダムの安全管理
　建設後長期間経過し、堤体の管理設備や放流設備の老朽化が顕著になって
いるダムが増加しています。この現状を踏まえ、既設ダムの総合的な点検を行い、
ダムの長寿命化の観点から堤体の安全性の評価、補修や管理計画についての
提言を行います。また、今後予想される大規模地震に対する堤体やゲート等の耐
震性評価に積極的に取り組みます。

ダム技術センターの業務
　ダム技術センターは、（１）調査研究 （２）技術協力 （３）人材育成 （４）普及啓発 （５）国際協力の５つの業務を
行っています。このほかの事業として、プレキャスト型枠事業、審査証明事業等を行っています。

調査研究

技術協力

人材育成

国際協力

普及啓発

調査、計画、設計、施工及び管理等の重要事項について、自主的な調査研究を進めるとともに、学識
者、専門家、行政関係者からなる委員会活動を主催し、さらに関係学会、関係業界の協力を得て、最
先端の調査研究、技術開発や技術指針類の作成を行っています。

ダム事業の調査、建設、管理の各段階において、ダム事業者が直面する様々な技術的課題を解決する
ため、国や都道府県の要請を受け、高度で総合的な技術協力を行っています。特に、当センターの持
つ蓄積された技術情報、独自の研究開発力、高度な知見、広い情報ネットワークを用いた成果は高い
評価を得ています。また、施工中の緊急を要する課題等に対して、無償で技術的な支援を行っています。

現地研究会、研究発表会、オン・ザ・ジョブトレーニングなどを通じて、ダムに関係する技術者の実践
的な技術の向上に大きく貢献しています。

技術雑誌「ダム技術」、「多目的ダムの建設」などの多くの書籍の出版や、広報誌ダムニュースの刊行、
ダムフォトコンテストなどの様々な広報活動によって、ダム技術の普及啓発やダムに関する情報の発信を
行っています。

国際大ダム会議等の国際会議への参加、国際的な技術協力への人材派遣、海外からの研修受入れ、海
外技術情報の収集紹介などを行い、海外との技術交流活動を積極的に行っています。

巡航RCD工法　湯西川ダム

ゲートレス化　遠部ダム
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　現在、わが国のダムの設計は『河川管理施設等構造令』
（１９７６年制定）に基づき、地震力を静的な水平荷重（慣性力）
として考慮する方法（震度法）を基本としていますが、近年の
地震動計測体制の整備やダムサイト岩盤における地震観測
データの蓄積が進むにつれ、従来の想定（設計震度）を大幅に
超える地震動が観測されています。このため国土交通省では、

ダム技術センターに学識経験者や専門技術者を含む委員会を
設置し、当該ダム地点で考えられる最大級の地震動である「レ
ベル２地震動」に対するダムの耐震性能を照査するための技術
指針案（水管理・国土保全局『大規模地震に対するダムの耐震
性能照査指針（案）』２００５年３月）を作成しました。
　照査にあたっては、最新の知見を十分に踏まえ、高度な技

術的判断を要するレベル２地震動の設定
から解析および結果に基づく耐震性能の
評価までを一貫した視点から実施する必
要があります。ダム技術センターでは、こ
の技術指針案に基づき、これまでにダム
耐震性能照査にかかる技術協力を多数実
施するとともに、最新の地震動観測記録
に基づくレベル２地震動予測手法の改良
や実施例の少ないダムゲート等関連構造
物の合理的な地震応答解析技術の開発・
改良など、一層合理的かつ信頼性の高い
手法の確立に向けた各種調査研究を積極
的に推進し、その成果を逐時個々のダム
における照査に反映させ、確かな評価を
実施してます。

1 大規模地震に対するダムの耐震性能照査手法に関する研究

調査研究
　　現在実施している主要な調査研究　　

　ダム技術センターは、調査、計画、設計、施工、管理等の各分野の重要事項について、様々な調査研究を実施し
ています。

損傷過程を考慮した重力式ダムの地震応答解析例 大規模ゲートの３次元動的応答解析例

横主桁
145.2MPa

■�非線形動的解析における引張
応力による亀裂の発生範囲

縦補助桁
242.0MPa

脚柱
280.5MPa

250.

235.

225.

200.

175.

150.

125.

100.

75.

50.

25.

0.

時刻歴応答解析で経験した
引張応力の最大値（MPa）
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究

10000

10

ダムの距離減衰式等を用いたダムサイトにおける地震動の予測・評価

ダムサイト周辺の活断層・プレート境界な
どの調査と評価

ダムサイト

活断層 プレート境界

ダムサイト

震源断層

1000

100

10
0.01 0.1

周期（sec）
1

地盤

■ダムの距離減衰式
SA（T）＝f i（M,X,C（T）…）
SA（T）：加速度応答スペクトル
T：固有周期
i：地震のタイプ
M：地震の規模（マグニチュード）
X：震源からダムサイトまでの距離
C（T）：ダムサイトにおける多数の地震観測
記録と断層モデルから求まる回帰係数

断層A
断層B
プレートC
プレートD加

速
度

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル（
ga

l）
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調査研究

　既設ダムの貯水容量を増加させるための堤体の嵩上げや放
流能力を増強するための堤体の孔開けなどの再開発は、ダム
を新設する場合に比べて、短期間で効果が発現できること、
環境におよぼす影響を小さくできること、経済的に目的を達成
できることなどのメリットがあるため、そのニーズがますます高
まっています。
　しかし、ダム再開発は、既設ダムを運用した状態で調査、
設計、施工を実施するため、新設ダムの場合とは異なるさま
ざまな制約があります。施工時水位は低いほど再開発の施工
が容易ですが、利水機能を維持するために施工時水位を高く

設定せざるを得ない場合が少なくないため、大規模な仮締切
が必要となります。また、洪水期には従来どおりの洪水調節
が行われるため、工事中の洪水転流が大規模になります。こ
のように、洪水調節と利水補給を実施しながらの施工となるこ
とから施工計画が複雑なものとなり、効率的な施工計画を立
案することが重要な課題となっています。
　ダム技術センターでは、再開発の要請の高まりに応えるため
に、ダムの安全性を確保しつつ施工が確実で維持管理しやす
い再開発計画のための調査、設計や、施工の確実性を確保
するための施工計画立案の技術支援を行っています。さらに、

再開発の設計、施工に関する技術の蓄積を行うととも
に、ダムの再開発がこれまで経験のない大規模なもの
となる場合には、ダム再開発に関する新たな技術開発
を行うための調査研究を実施しています。

2 既設ダムを有効活用するための再開発計画及び再開発技術に関する研究

堤体に孔を開け放流設備を増強する鶴田ダムの再開発時の完成予想図

鹿野川ダム再開発時の完成予想図

クレストゲート新設

選択取水設備設置

減勢工改造

トンネル

呑　口

吐　口

鹿野川ダム再開発時の完成予想図
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3 ダムの長期的な維持管理計画に関する研究

4 地球温暖化に対するダムの研究

　管理開始から数十年を経過するダムが増加し、今後は管理
ダムの経年劣化による機能低下やそれに対する維持管理費の
増加が予想されます。
　従来の維持管理においては、日常管理における傾向管理と
定期検査等による点検・調査から施設（構成要素）の健全度を
評価し、補修の必要性を判断して対策を講じています。これ
に対しダムの長寿命化を目指してより効率的・効果的な維持管
理を行う為には、堤体・ゲート・電気設備等の各構成要素の損傷・
劣化のメカニズムを検討し、ダム機能への影響度を評価して管
理レベルを設定し、それに応じた保全の考え方（予防保全／事

　IPCC（気候変動に関する政府間パネル）が2007年にまと
めた第４次報告書の大きな特徴として、次の２点が挙げられま
す。
１） 地球が温暖化されていることが明言されたこと。
２） �緩和策によっても温暖化はすぐには解消しないので、適応
策が重要であることが示されたこと。

　気候変動がダムに及ぼす影響として、洪水流量の増加や渇
水継続期間の増加、降雪・融雪パターンの変化などが考えら
れ、ダム技術センターでは、わが国で実施されている気候モ
デルの算定結果を用い、こうした影響を評価するとともに、放
流設備の改造など必要となる適応策について、調査・研究を
実施しています。

後保全）を整理し、次いで、管理レベルと健全度評価区分を
組み合わせて対策実施の必要性の判断を行うことが必要です。
さらに構成要素の設置条件（使用条件、環境条件）も加味して
総合評価を行い、対策実施の優先度を決定します。
　ダム技術センターでは、このようなダムの長寿命化に向けた
研究を進め、これらの考え方をダム総合点検やダム維持管理
計画等に反映させるとともに、経年的な損傷・劣化メカニズム
の解明、点検・調査手法や健全度評価手法の向上、補修計画・
対策技術の向上等を図っています。

調査研究

現在の降雨の発生可能域

年
最
大
日
降
雨
量
の
平
均
値（
m
m
）

観測データ数

将来の降雨の発生可能域
（現在より20％増加）

200

190

180

170

160

150

140

130

120

110

100
10 100 1000

効率的なダムの維持管理の実施方策の考え方（フロー）

日常管理における傾向管理

総合評価

ダム施設の補修計画の策定

ダム施設の効率的維持管理の実施
（補修の実施）

補修対応箇所に対し、設置条件等を総合的に勘案し、
保全対策実施の総合評価を行う。

構成要素の整理

構成要素の点検・調査の実施

点検・調査の結果

健全度評価：各要素の維持管理方針の整理

設置条件評価
使  用  条  件

環  境  条  件

ダム機能の適合性評価
社会的耐用限界

機能的耐用限界

ダムの置かれている条件の検討

ダムの社会的・機能的条件変化についての検討

構成要素区分とダム機能への影響度評価
（管理レベルの設定）
（致命的・非致命的）

：構成要素の分類
：構成要素別の健全度評価
：ダムの固有条件評価
：その他考慮すべき事項

（凡例）効率的維持管理の考え方

各構成要素の損傷・劣化のメカニズムの検討

構
成
要
素
別
の
健
全
度
評
価

構
成
要
素
の
分
類
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5 台形ＣＳＧダムの設計及び施工に関する研究

　台形ＣＳＧダムは、 台形ダムとＣＳＧ（Cemented Sand 
and Gravel）工法の両方の特徴をあわせ持つ新型式のダムで
あり、ダム建設における「材料の合理化」、「設計の合理化」、
「施工の合理化」の３つの合理化を同時に達成するものです。
ＣＳＧとは建設現場周辺で手近に得られる材料を分級、粒度調
整、洗浄を行うことなく、セメント、水と簡易な施設を用いて
混合したものであり、ＣＳＧ工法とはこのＣＳＧをブルドーザで
撒き出し、振動ローラで転圧することによって構造物を造成す
る工法です。
　台形ＣＳＧダムは、ダム技術センターを中心にして開発され、
平成２１年度の国土技術開発賞優秀賞を受賞しています。これ

までダムの仮締切、付帯構造物、地すべり対策工などに適用
されてきましたが、ダム本体についても２ダムに適用されてい
ます（当別ダム（北海道）、億首ダム（沖縄総合事務局））。今後、
いくつかのダムが台形ＣＳＧダム形式で施工されることが決まっ
ているほか、ダム本体以外でも種々の構造物に適用が可能で
す。
　当センターは、台形ＣＳＧダムに関する種々の技術・特許を
有しており、調査、試験、設計、施工計画・品質管理を行う
ことのできる唯一の機関です。今後、台形ＣＳＧダムに関して
更なる技術開発を進めるとともに、技術的課題の解決のため
の検討を行っていきます。

調
査
研
究

調査研究

台形ＣＳＧダムの特徴

台形CSGダムの標準断面

当別ダム施工状況

①大規模な地震時においても堤体内部に発生する応力を
抑えることができる。
②荷重条件が変化しても堤体内部応力変動を抑えること
ができる。
③滑動や転倒に対する安全性を高めることができる。

台形ダム(設計の合理化）

【材料の合理化】
堤体材料の必要強度が低いため、材料に対する要求性能が小さく、材料選定の自由度が大きい。
【設計の合理化】
台形形状にすることにより、耐震安定性が向上し、堤体材料の必要強度を小さくできる。
【施工の合理化】
簡易な施工設備により迅速に施工ができる。

台形ＣＳＧダム

①建設現場周辺で容易に得られる材料を有効活用し、環
境負荷の軽減とコスト縮減を図ることができる。

②骨材プラントの省略、施工設備の簡素化により、コスト
縮減を図ることができる。

③汎用機械により急速施工を行うことができる。

ＣＳＧ工法(材料・施工の合理化）

止水コンクリート

補助カーテングラウチング

基礎排水孔

カーテングラウチング

保護コンクリート

保護コンクリート

構造用コンクリート

富配合CSG

CSG

通廊

億首ダム施工状況
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6 コンクリートダムの合理化施工に関する研究

　RCD工法は、我が国において重力式コンクリートダムの合
理化施工法として開発され、我が国のダム施工法の大きな柱

となっています。しかし、昨今の社会・経済情勢の下、コスト
縮減につながる工期短縮や省力化、効率化など、より一層の

合理化に向けた技術開発が必要となってきており、
従来のRCD工法をより効率化・高速化する技術開
発が継続的に行われてきました。そのような状況の
なか、嘉瀬川ダム（国土交通省九州地方整備局）に
おいて、RCDコンクリートを外部コンクリートに先
行して打設することによって打設速度をほぼ一定に
保つ高速施工法である「巡航RCD工法」が開発さ
れ、ダム堤体の一部で実施されました。その後、
湯西川ダム（国土交通省関東地方整備局）において
は、リフト全面施工を実現し、リフト打上がり速度
の向上を実現しました。ダム技術センターは、この
巡航RCD工法の開発・適用に継続的に関わってき
ており、その知見も最大限に活用しながら、今後
の重力式コンクリートダムの施工の合理化の検討に
対する技術協力を実施していきます。なお、技術
概要を「巡航RCD工法施工技術資料」（ダム技術
センター発行）にまとめております。

調
査
研
究

調査研究

巡航RCD工法での施工の流れ

巡航RCD工法
（1日目）

（2日目）

有スランプコンクリート
は独立・後行打設する
【後行・独立打設】

RDCコンクリートから
打設を開始する
【RCD先行打設】

RCDコンクリートは
打止めず（分割なし）、
連続打設を維持する。
【1リフト連続打設】緑色：RCD

赤色：有スランプ
灰色：施工済み

緑色：RCD
赤色：有スランプ
灰色：施工済み

（3日目）

緑色：RCD
赤色：有スランプ
灰色：施工済み

次リフトのRCD
コンクリートの連続
打設を維持する。

【複数リフト連続打設】

3日未満で1リフト

RCDコンクリートの先行打設状況写真
（嘉瀬川ダム）

湯西川ダムでの施工状況
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（３）放流能力の増強

　既設ダムの放流機能の増強のため、放流設備の改造、増
設を行う例が増えてきています。放流機能の増強のためには、
既設放流設備の改造のほか、堤体に放流管や越流型の放流
設備を増設する方法、地山にトンネル式洪水吐きを設置する
方法などが考えられます。また、こうしたハード面の対策に加
えて、洪水調節容量の増量や貯水池運用方法の変更などのソ

フト面の対応が併せて実施される場合があります。
　放流能力増強のための工事では、貯水池を運用しながらの
工事となる場合がほとんどであり、また、増設する設備の標高
まで貯水位を下げることが不可能である場合が多いため、水
中工事により仮締切を設置して工事が行われます。また、大
規模な堤体の削孔等が必要であり、これらの工事の実施に当
たっては、安全性と確実性を確保することが求められます。
　放流能力の増強に関しては、大深度のもとでの大規模な削

　　最近実施した主要な技術協力　　

1 既設ダムの再開発・施設改良

　ダム技術センターは、ダム事業の調査、 建設、 管理の各段階においてダム事業者が実施する業務の技術的
課題を解決するため、国や都道府県の要請を受け、高度で総合的な技術協力を行います。 技術協力の実施では、
これまでの調査研究の成果も生かし、 高度で総合的な成果をとりまとめています。

（１） 管理の効率化

　最近、ゲートにより洪水調節を行うダムにおいて、流域面積
が狭小なことによるゲート操作遅れの危険性の解消、管理に
たずさわる職員数の縮減、ゲートの維持管理費や更新時の費
用の縮減 を図るため、ゲートを撤去し自然調節方式のダムへ

（２） 堆砂対策

　河川は水の通りみちですが、同時に土砂の通りみちでもあり
ます。土砂は河川環境に欠かせないものであり、近年の堆砂
対策は、単純に堆砂量を軽減させるだけでなく、ダム下流の
土砂環境を保全する観点からも必要性が謳われるようになって
います。
　土砂環境保全の観点からは堆砂を除去すると同時に、除去
した堆砂を下流河川に供給する技術が必要になります。堆砂
除去の最も一般的な方法は、掘削・浚渫ですが、こうした状
況を背景に、掘削・浚渫土をダム下流河道に仮置きし、出水

の改造や、予備放流方式のダムにおいて予備放流の解消とい
う要請が多くなってきています。ダム技術センターでは、この
ような要請に応えるため、ゲートを有するダムのゲートを撤去
し自然調節方式に改造する計画や、ダム堤体の嵩上げにより
貯水容量を増大させ予備放流を解消する計画を検討し、ダム
改造の概略設計の検討や評価を行っています。

時に流下させる試みがなされるようになっています。また、土
砂のバイパスや、水位低下によるフラッシングなど、貯水池を
通過する流れを利用し、下流に流下させる施設も設置されるよ
うになっています。
　ダム技術センターでは、土砂環境の評価を含む堆砂対策計
画の策定や必要な施設の計画・設計を検討・実施しています。
また、近年注目されている、吸引工法の技術開発にも取り組
んでいます。吸引工法は、貯水池上下流の水位差を用いて土
砂輸送管に流れを発生させ、輸送管入口から堆砂を吸引する
もので、下流に供給する粒径別土砂量の制御精度の向上や費
用低減が期待されています。

技術協力

ゲートを撤去し自然調節方式に改造した美唄ダム（美唄ダムの改造前、改造後の写真）

技
術
協
力
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孔に伴う堤体内の引張応力の発生とその対応、越流型放流設
備の増設に伴う堤体切削を安全に行うための仮締切方式の開
発、大規模なトンネル洪水吐きの技術的課題の解決などの課
題があり、その実施に当たっては高い技術力が求められます。
　ダム技術センターでは、放流能力の増強に関する事業につ
いて、その計画から施工まで、多くの知見を有しており、各ダ
ムの課題に応じて技術的な支援を行っています。

（４）ダム嵩上げ

　ダムの再開発として貯水容量を増大させる代表的な方法は、
既設ダムを嵩上げすることです。これによる機能向上は、コス
ト縮減等の観点からも有効な手段であり、嵩上げによって得ら
れた有効容量を治水あるいは利水に利用できます。嵩上げ工
事は、既存ダムの機能を維持しながらの工事となり、新旧堤体
を適切につなぎ合わせることが必要であるなど、新規にダムを
建造する場合とは異なった技術的な課題があります。ダム技術
センターでは、ダム嵩上げプロジェクトに対して、設計、施工
計画、施工方法に至るまで、専門的な立場から技術協力を行っ
ています。
　平成18年に完成した長崎県佐世保市水道局の下の原ダム
再開発も、嵩上げの事例の一つです。下の原ダムの再開発に
当おいて、新旧堤体の一体化、既設ダムの安全確保（貯水位
を維持しながら施工）等の課題があり、ダム技術センターでは、
これらの課題を含めて、工事の進捗に伴う技術的課題に対し
て助言を行いました。

技術協力

堤体削孔状況（ロードヘッダ）

上流仮締切の例

上流仮締切側面図

嵩上げ工事前（下の原ダム） 嵩上げ工事後（下の原ダム）

技
術
協
力

上流仮締切

工事運用水位
WL＝133m

台座
コンクリート

堤体削孔

鶴田ダム

下の原ダム、標準断面図

■嵩上げコンクリート

ダム軸

基本三角形頂点　EL39.900
設計洪水位　EL38.100
常時満数位　EL36.600

既設堤体基本三角形頂点　EL34.000

施工時水位　EL32.000

最低水位　EL19.200

非越流部標準断面
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2 管理ダムの総合点検

　ダム総合評価では、「機能の維持と安全性の確保」の観点か
ら、既設ダムに対して、安全性に着目した「施設点検」と洪水
調整機能等の妥当性を評価する「機能点検」を行い、合理的

な維持管理計画や補修更新計画を提案します。また、日常点
検や臨時点検時の評価及び定期点検時に必要な「データベー
スの構築」を行い、ダムの安全管理を支援します。

技術協力

試験放流による放流設備の機能確認
（ハウエルバンガーバルブ）

既設ダムの総合点検実績までの経過年数
平均約24年（国交省所管管理ダム：125ダム）

70

60

50

40

30

20

10

0

66
～
70

61
～
65

56
～
60

51
～
55

46
～
50

41
～
45

36
～
40

31
～
35

26
～
30

21
～
25

16
～
20

11
～
15

6～
10 1～
5

ダ
ム
数

■ 総合点検実施ダム　　　■ 総合点検未実施ダム

ダムの経過年数とダム総合点検の実績
（補助ダム、企業局ダムも含む。）

総
　
合
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ダ
ム
総
合
点
検
検
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（
ダ
ム
の
専
門
家
に
よ
る
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調
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）

堤体、ゲート等の施設及び堆砂、水質等の貯水池機能の安全性を
評価するとともに、適切なダム管理のあり方について検討を行う。
・管理記録及び観測記録に基づく点検、評価
・現行設計基準に基づく点検、評価
・観測機器及び方法の評価
・現地調査に基づく点検、評価

施設点検

洪水調節計画、操作規則等の現状を分析し、洪水調節門等の効率
化など既設ダムの有効活用策の検討を行う。
・洪水調節計画の点検、評価
・操作規則等の点検、評価
・洪水調節実績の分析、評価

機能点検

維持管理における適正な評価を支援するデータベースの構築を
行う。
・文献、資料等の整理、分析、必要資料の保存
・計測データの整理、デジタル化、管理基準値の設定
・ダムカルテの作成、更新

データベースの構築

技
術
協
力
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3 計画関係

（１） ダム洪水調節計画に関する検討

　既設ダムをより有効に活用するため、ダム下流の改修状況
や土地利用変化などに応じた洪水調節操作の導入が検討され
るようになっています。
　この場合、用いる洪水調節容量が同じとすると、洪水調節

（2） 流水型ダムに関する計画及び設計

　従来、ダムは利水や不特定補給のために常に貯水池に河川
水を貯留していますが、近年、河床部に放流設備をもち洪水
時のみ貯留し、常時は貯水池は湛水しない流水型のダムが注
目されています。従来のダムと異なる流水型ダムを計画する背
景には、以下の点が考えれます。
① �洪水貯留による濁水の放流期間を短縮したり魚類の遡上降
下を妨げない等の環境への影響の軽減
② �河川における土砂移動の連続性確保
③ �ダムの規模を縮小しコスト縮減をはかる

　ダム技術センターでは、新しい考え方のダムである流水型ダ
ムについて、貯水池内の土砂の堆積形状を考慮した貯水池計
画や洪水時土砂の流下する放流設備の設計等の検討を行って
います。

方式を変更して効果を高める必要があります。適切な規模の
対象洪水の選定や、下流の改修状況等に応じた調節方式の検
討とその評価が主な検討課題となり、ダム技術センターでは、
放流設備の新設や改造、対象洪水規模を超える出水に対する
放流操作についても視野に入れつつ検討を行っています。

技術協力

流入量

放流量（現況操作）：越流頂の自然放流とゲート

操放作流量（新規操作）：新設放流設備と越流頂のゲート操作

流下能力の小さい区間に
対応した流量

新設設備による
放流能力の増強

時　間

流

　量

の面積＝

基準点に対応した流量
（現況操作の最大流放量）

益田川ダム

洪水調節開始水位での洪水吐きの放流能力が現
況下流河道の流下能力より小さい場合の検討例：
　放流設備を増強することで洪水調節開始流量を大きくして、
洪水調節容量を確保し、確保した洪水調節容量を用いて、
流下能力が小さい区間の堤防越水頻度・時間を大幅に低減
させています。

技
術
協
力
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4 地質・基礎処理関係

（１） 地質解析の高度化

　最近は地質状況の複雑なサイトにダムが建設される事例が増
え、ダムサイトのみならず貯水池周辺斜面・第四紀断層・堤体
材料等に関する精密な地質調査が要求されるようになっていま
すが、反面コスト縮減等を目的として効率的な調査が求められ
ています。このため当センターでは、高品質サンプリングやボ
アホールテレビカメラ等の最新の調査技術を適用して高度な技
術的判断を行なって、地質調査・解析の高度化と効率化を図っ
ています。
　また断層・節理・熱水変質・風化等ダム建設に重大な影響
を与える地質現象と地質調査･設計について全国の事例を系
統的に取りまとめ、当該サイトの地質状況や水理地質構造に

合致した最適な調査・設計法を提案することによって、地質的・
水理地質構造的に不利とされてきたサイトにおけるダム建設に
寄与してきました。
　例えば以下の図に示すように、複数の火砕流堆積物が複雑
に分布し、これまでダム建設が地質的に極めて困難とされてき
たサイトにおいて、それぞれの分布状況および性状を的確に
把握することによって、造成アバットメントや貯水池ブランケッ
ト等の合理的な設計が可能となり、ダムを建設することができ
ました。また大規模な劣化帯が分布するサイトにおいて、水
理地質構造を明らかにすることによって、劣化帯を遮水層とし
て有効に利用することが可能となり、基礎処理の費用を大幅
に削減することができました。

技術協力

性状の異なる複数の火砕流堆積物が複雑に分布するダムサイトの地質断面図

大規模な劣化帯を遮水層として利用したリムグラウチング

リムグラウチング施工範囲

当初計画時リムグラウチング施工範囲
劣化帯（Fz-1）

劣化帯（Fz-1）内は、透水係数で区分
劣化帯区分

上　部

中　部

下　部

ボーリング柱状図

ルジオン値

	 K＜5×10−5cm/s

1×10−5cm/s≦K＜1×10−4cm/s

	 K＜5×10−5cm/s

1×10−3cm/s≦K

1×10−4cm/s≦K＜1×10−3cm/s

5×10−5cm/s≦K＜1×10−4cm/s

2×10−5cm/s≦K＜5×10−5cm/s

	 K＜2×10−5cm/s

20≦Lu

10≦Lu＜20

5≦Lu＜10

2≦Lu＜5

   Lu＜2

L＝35.0

技
術
協
力

造成アバットメント 造成アバットメント
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